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令和 7 年度 地域経済動向レポートの公表について 

 

 

笠原町商工会では経営発達支援事業の一環として、国が提供する地域経済分析システムである

「RESAS(※)」を活用し、管内の経済動向分析を行っております。 

今般、「令和 7年度地域経済動向レポート」として、地域経済に関する様々なデータを視覚化し

て分析を実施しました。以下に示す各種データは、地域経済分析システム RESAS ウェブサイト

（https://resas.go.jp/population-composition）より引用しております。 

事業計画策定等にご活用いただけますと幸いです。 
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※RESAS（リーサス）とは 

地域経済分析システム（RESAS：リーサス）は、経済産業省と内閣官房が平成 27 年から提供し

ている、地域経済に関する官民のビッグデータを地図上やグラフで分かりやすく、簡単に、見え

る化できるデータプラットフォームです。 

地域経済分析システムでは、人口・産業構造に関する政府統計のほか、全国の約 750 万事業所

の立地データや、全国 12 万件の観光資源情報、全国のスーパー・ドラッグストアにおける販売

実績データをはじめとする様々な分析メニューを提供しており、全てのメニューを、ID 登録な

ど事前手続は不要で、無料で利用することができます。 

デジタル田園都市国家構想総合戦略（令和 4年 12 月 23 日閣議決定）に基づき、エビデンスに

基づいた地方公共団体の政策の企画立案（EBPM）や地域企業の経営判断・課題解決を推進するた

め、令和７年より新システムにて提供が開始されております。 

 

 

 

 

 



１．地域経済循環マップ・生産分析 ～何で稼いでいるか等の分析～ 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

以上が多治見市全体のお金の循環やどの産業で付加価値を生み出しているかについての分析結果

です。 

 

・地域経済循環率：多治見市の地域経済循環率は 76.1%となっており、地域外に所得が流出している

（100%を下回っている）状態です。 

 

・支出の流出超過：「支出流出入率」を見ると、特に民間消費が-29.3%と大きく、地域住民の消費が

域外（市外）で行われていることが分かります。 

 

・稼ぎ頭の産業：地域内産業の生産額（総額）の構成割合では、第 3次産業が最も大きく、次いで

第 2次産業となっています。 

 

・特徴的な第 2次産業：第 2次産業の内訳を見ると、全国や岐阜県平均と比較して「窯業・土石製

品」の割合が極めて高く、陶磁器の街としての多治見市の強い産業特性が表れています。 



２．まちづくりマップ・From-to 分析 ～人の動き等の分析～ 

 

 

 



 

 

以上が人口構造の変化と、通勤・通学に伴う人の流れ等の分析結果です。 

 

・人口減少と高齢化：総人口は 2000 年頃をピークに減少傾向にあります。また、老年人口（65 歳以

上）の割合は、2020 年の 31.22%から 2050 年には 45.02%まで大きく上昇すると推計されており、

高齢化は着実に進行します。 

 

・通勤・通学による流出超過：2020 年の通勤・通学者を見ると、市外からの流入者数が 16,279 人で

あるのに対し、市外への流出者数は 26,102 人となっており、9,823 人の流出超過（ベッドタウン

的な側面）があります。 

 

・人の移動先・移動元：流出先としては「愛知県名古屋市」が 25.73%でトップとなっており、大都

市圏への通勤・通学が多いです。一方、流入元は「岐阜県土岐市」（25.01%）や「岐阜県可児市」

（21.06%）など、周辺の隣接自治体からが多くを占めています。 



３．産業構造マップ ～産業の現状等の分析～ 

 

 



以上が市内の産業ごとの雇用力や稼ぐ力（付加価値・労働生産性）の現状についての分析結果で

す。 

 

・経済の基盤産業：従業員数・付加価値額ともに圧倒的な規模を誇るのは「卸売業、小売業」（従業

員数：29,719 人、付加価値額：130,694 百万円）です。次いで「製造業」（従業員数：10,073 人、

付加価値額：37,237 百万円）、「医療、福祉」（従業員数：6,136 人、付加価値額：26,466 百万円）

が市の経済や雇用を支える主要な産業となっています。 

 

・労働生産性の高い産業：一人当たりの労働生産性で見ると、「学術研究、専門・技術サービス業」

が 13,472（千円/人）で最も高く、次いで「金融業、保険業」が 6,638（千円/人）となっていま

す。 

 

 

４．地域経済動向のまとめ 

以上の各種分析データを基に、現在の多治見市の経済構造の特色等についてまとめました。 

 

(１)産業構造と稼ぐ力の現状について 

地域内産業の生産額において、多治見市は「卸売業、小売業」が最大の付加価値額と雇用を支え

る基盤となっています。製造業においては、全国や県平均と比較して「窯業・土石製品」の割合が

極めて高く、依然として陶磁器関連産業が地域経済の大きな柱であるという特性が示されました。

一方で、労働生産性（一人当たり付加価値額）については、「学術研究、専門・技術サービス業」

が市内で突出して高い数値を示しています。 

 

(２)所得の流出と消費行動の乖離について 

多治見市の地域経済循環率は 76.1%となっており、所得が地域外へ流出している状況にありま

す。特に民間消費の支出流出入率が-29.3%と低く、地域住民の消費活動が市外（特に流出先 1位で

ある名古屋市方面）で行われている実態が浮き彫りとなりました。これは、市内で得られた所得が

地域内の商業・サービス業に十分に還元されにくい構造であることを示唆しています。 

 

(３)人口動態に伴う労働力の変化について 

人口推移では、2000 年頃をピークに減少局面に入っており、2050 年には老年人口の割合が

45.02%まで上昇すると推計されています。これに伴い、生産年齢人口は 2020 年の 56.64%から

46.3%へと大きく減少する見込みであり、将来的な労働力不足と市場規模の縮小が全ての産業にお

いて共通の制約条件となることが予測されます。 

 

(４)広域的な人の動きについて 

通勤・通学面では約 9,800 人の流出超過状態にあります。流入元としては土岐市や可児市といっ

た近隣自治体からの割合が高い一方で、流出先は名古屋市が約 4分の 1を占めており、近隣都市圏

の中核としての機能と、広域都市圏のベッドタウンとしての機能の両面を併せ持っているのが本市

の特徴です。 

以上 


